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●年齢・性別で「主な働き方」に傾向
　男性の回答者は各業務に満遍なく配置されています
が、女性は「内勤」が８割を占めていることや、２０
代後半から４０代前半の中堅層に「外勤」が多いこと
など、年齢や性別によって「主な働き方」に特徴がみ
られます。
　全体の回答数では、内勤が半数を占めることになり
ました。

●中堅層・単身者がやや多い
　２０代後半から４０代前半の中堅層の回答が多くな
りました。昨年対比では若干回答者の平均年齢が上
がっています。
　家計収入の比率は「１人（単身）」が４割弱を占め、
各項目の回答傾向は、やや単身者のくらしの実態に近
寄ることになりそうです。

全農協労連　２０２２年度（２０２３年春闘）
くらしの実態・要求アンケートの概要

　2022 年 10 月～ 2023 年１月まで取り組んだものを集計しました。アンケートの回収数 2023 年２月の時点
で 3,742 通と昨年対比で若干下回りました（その後も回収しています）。単組段階での組合員数の減少と、
昨年から単組での独自アンケートも積極的に取り組まれているところでは、集計上反映しにくいことから回
答数が減少傾向にあります。
　他方で意識的に未加入の職場へアンケートの協力求めている単組では、取り組みが定着しつつあります。
非労組員からの回答も１割弱寄せられました。
　歴史的な物価高騰のなかで、昨年対比でも不足額や要求額に変化が見られたことが特徴です。

１．アンケート回答者の傾向

●中堅以降は世帯収入と家族構成も多様化
　「１人（単身）」に次いで、「共働き・双方フルタイ
ム」、「共働き一方パート」など、世帯として複数の構
成員から収入を得ているという回答者が多くなってい
ます。

　特に３０代後半からは共働きの世帯が多数となり、
家族の構成を背景にした要求内容が多くなり、「不足
額」や「要求したい額」などの数値にも職場の労働条
件以外の要素もかかわってきます。
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●物価高騰の影響がみられる
　生活実感は、ここ５年ほど改善の傾向にありました
が、今回は厳しさを訴える声が増し、物価高騰の影響
がうかがえる結果となりました。
　「苦しい・やや苦しい」が合わせて５ポイント上昇
していますが、アンケートの取り組み開始は昨年１０
月からなので、それ以降の物価高騰のなかで、さらに
生活実感の厳しさはさらに増していると考えられま
す。

●主な仕事別に特徴みられる

２．生活実感

　仕事別に生活実感を見ると、いずれの業務もおおむ
ね同様の傾向ですが、「外勤・普及推進業務」で「や
や苦しい」、「苦しい」の回答がやや多く、回答の半数
を超えています。
　近年、一斉推進が廃止される傾向にありますが、そ
の分、専ら推進業務を担当する仲間に過大な事業推進
が迫られてはいないでしょうか。
　事業のあり方が問い直されるなかで、担当者への責
任の押し付けを許さず、農家組合員に依拠した事業展
開ができているか点検が必要です。

●中堅～ベテラン層で苦しさ増す
　年齢別に生活実感を見ると、３０代から生活実感の
厳しさが増し、４０代～５０代では半数以上が「苦し
い」、「やや苦しい」と答えています。

　これまで同様、年齢が上がるにつれて生活の厳しさ
が増し、５０前半がピークとなっていますが、昨年と
の対比でみると２０代～３０代や５０代後半の区分で
大きく「苦しい」「やや苦しい」が増加しています。
　養育費や高等教育の学費など、世代によって急増す
る負担とともに、日常生活における全般的な負担の増
加が若い世代の「苦しい」、「やや苦しい」の回答率を
押し上げ、全年齢的に厳しい実感がうかがえる結果と
なりました。
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●食費、光熱費が大きく上昇、高騰の影響がはっきり
　反映する結果に
　「負担に感じる費目」は、水道・光熱費が昨年より
も１０ポイント以上増加、食費も５ポイント増加し、
生活にどうしても必要な費目の高騰の影響がはっきり
と負担感に反映する結果となりました。
　一方で、「節約している費目」では、水道・光熱費
は３％程度の上昇に留まり、節約しようにも限界があ
ることもわかります。
　物価高騰の目安として「消費者物価指数」が取り上
げられ、１月２０日の総務省発表では４．０％の上昇
ということですが、エネルギー関連は１５．２％の上
昇。大手飲食料品メーカーの商品の「値上げ率」は
２０２２年は１４％となりました。大企業労組が打ち
出す５％の賃上げでは、とうてい生活防衛も経済の維
持も成り立たちません。
　年齢別には、全体的な傾向はいずれの年齢も共通し
ており、どんなライフステージにおいても、節約でき
る費目は限られているということが分かりました。

●節約を心がけている費目で若干の業務別の特徴も
　主な働き方別に「負担に感じている費目」を見ると、
昨年度は外勤・普及推進業務で「共済掛金等」が他の
業務よりも高いなど、一部の費目で業務ごとの差がみ
られましたが、今年度は業務ごとに目立った差は見ら
れませんでした。
　一方で、「節約を心がけている費目」では、全体的
な傾向はほぼ共通しているものの、営農関連施設など

３．家計で「負担に感じている費目」と「節約している費目」

の「技術業務」で、「交通費（ガソリン代）」や「自動
車維持費」がやや高いなど、いくつかの特徴が見られ
ました。
　昨年と比較すると「負担に感じる費目」、「節約して
いる費目」のいずれも、昨年よりも業務ごとの差が少
なくなっています。

４．毎月の不足額
●不足感はやや上昇
　月々の不足感は、平均で３万５０００円となり、
昨年対比ではやや上昇するに留まりました。など、
２０２２年１０月に取り組んだアンケートなので、こ
の後も物価高騰が続いていることから、さらなる不足
感の上昇が予想されます。
　回答数としては、「３万円」と「５万円」が多く、
あわせて半数３分の２の仲間が「３万円以上」の不足
額を回答していることから、多くの仲間に大幅な不足
感があることが分かります。
　ここ１０年の傾向を見ると、平均４万円程度の不足
感が少しずつ縮小し、一昨年から大きく減りました。
コロナによる生活全般の「自粛」や、景気後退に合わ

せた社会全体の生活水準の落ち込みによって、相対的
に不足感が緩和している可能性も考えられます。
　要求づくりにあたって、改めて生活のリアルな実態
を相互検証することが必要です。
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●年齢が上がるにつれて不足感も増加するが
　若年層に増加傾向

　年齢別にみると、年齢が上がるに
つれて不足感も上がる傾向がみられ
ます。これは「生活実感」からも同
様の傾向が伺えます。
　昨年対比では、中堅以降の不足額
が減少し、若年層の不足額が増加し
ました。１９才以下以外は、いずれ
の年齢でも３万円以上の平均値とな
り、年齢を問わずに強い不足感が表
れています。

●「要求したい額」は大きく上昇

　「要求したい額」の平均は約２万７０００
円となりました。この１０年の推移を見る
と、平均２万円を前後していた要求額に増
加傾向がありましたが、一昨年から大幅に
増加し、今年も増加しました。
　特に中堅層で大幅に増加し、社会的に賃
上げが期待されるなかで、思いの高まりが
伺えます。
　また、かつては２万円程度あった「不足
額」と「要求額」との差は、８千円代まで
縮まり、「賃上げ」に対する切実さと確信
は相対的に強まっていると言えます。

５．春闘で要求したい額

●苦しい生活実感で４万円の要求

　生活実感別に要求額を比較すると、「苦しい」と答
えた仲間の平均は約４万円となっています。
　「やや苦しい」以下の差は小さく、いずれも２万円
台となりました。「ゆとりがある」と答えた仲間も、
要求額、不足額ともに２万円を超えています。
　生活をやり繰りするなかで何とか「ゆとり」を作り
出しているものの、不足感と賃上げへの期待は低くあ
りません。
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●低い手取りと定昇額が明らかに
　手取り額の回答から概算の平均額を見てみると、低
い手取りとともに昇給額の実態が分かります。１９歳
から５９歳までの平均額から、１年の昇給のピッチを
推計すると平均で３０００弱に留まります。これは１．
５％程度の昇給率となり、世代によって大きく上昇す
る生計費には到底追い付いていません。また、この間
の物価高騰のなかで、ベースアップ無しには生活水準
が維持できないことは明らかです。　

●性別による格差や特徴も
　性別ごとに手取り額を比較すると、明確に男女の差
がみられます。後掲する時間外労働の項目では、男性
の方が「時間外労働」（≒残業代）が多いことが分か
りますが、それを加味しても男女の格差は顕著です。
　また、男性は５９歳まで一定の昇給が続いているに
もかかわらず、女性は４０代以降の昇給幅が非常に少
なくなり、５０代以降に平均額が下がっていることも
特徴です。
　「主な働き方」に男女の差があることから、業務に
起因する手当（例えば、特殊勤務手当、渉外手当など）

６．月々の収入（手取り額）

質問４．あなたの月々の収入（手取り額）はいくらですか 「くらしの要求　アンケート」、

《１》性別・年齢別に見た月々の収入（手取り額） 項目４より

男 女 全体 男 女 全体 男 女 全体 男 女 全体 男 女 全体 男 女 全体 男 女 全体

10万円未満 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 1.4% 0.9% 2.4% 0.8% 1.7% 1.0% 0.5% 0.8% 1.0% 0.0% 0.7% 0.6% 1.2% 0.8% 0.0% 0.0% 0.0%
10～15万円 100.0% 94.3% 95.0% 51.9% 72.7% 62.4% 17.7% 34.7% 24.8% 9.3% 19.6% 12.6% 3.0% 7.4% 4.2% 2.9% 4.0% 3.3% 3.4% 3.7% 3.5%
15～20万円 0.0% 5.7% 5.0% 44.9% 25.5% 35.1% 69.1% 56.9% 64.0% 53.3% 72.2% 59.4% 36.5% 58.9% 43.0% 24.0% 34.7% 27.9% 18.3% 33.6% 24.3%
20～25万円 0.0% 0.0% 0.0% 2.3% 0.0% 1.1% 7.8% 2.5% 5.6% 30.0% 6.2% 22.2% 48.1% 28.8% 42.6% 52.3% 55.5% 53.4% 49.0% 53.7% 50.9%
25～30万円 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% 2.5% 1.9% 3.5% 1.5% 2.9% 9.1% 1.8% 7.0% 14.9% 1.7% 10.2% 23.6% 7.5% 17.3%
30～35万円 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 2.5% 1.6% 1.8% 0.0% 1.2% 0.7% 1.8% 1.1% 3.2% 0.6% 2.3% 3.4% 0.0% 2.0%
35～40万円 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 0.0% 0.2% 0.3% 0.0% 0.2% 0.7% 1.2% 0.9% 1.3% 1.2% 1.2% 1.9% 0.7% 1.5%
40～45万円 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.3% 0.7% 0.0% 0.5% 0.6% 0.6% 0.6% 0.0% 0.7% 0.3%
45～50万円 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.6% 0.2% 0.5% 0.0% 0.3%
50万円以上 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.2% 0.3% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
不明 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
計（人、％）※ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

概算平均額 125,000 127,857 127,500 150,995 139,000 144,943 172,462 164,456 169,117 193,900 169,407 185,901 210,333 192,791 205,299 223,149 207,832 217,640 231,731 210,821 223,538

昨年平均 131,250 129,125 129,846 146,216 139,831 143,205 170,350 166,718 168,891 187,878 178,864 185,063 215,545 193,712 209,480 223,661 199,969 216,357 247,117 213,602 234,713

※　概算平均を算出のため、手取り額無回答は除いた合計

男 女 全体 男 女 全体 男 女 全体 男 女

10万円未満 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.3% 0.9% 0.0% 7.7% 2.9% 0.9% 0.8% 29 0.9%
10～15万円 4.0% 11.0% 6.9% 1.4% 9.3% 4.3% 19.0% 23.1% 20.6% 12.0% 27.2% 606 17.8%
15～20万円 12.8% 25.3% 18.1% 6.9% 25.6% 13.9% 23.8% 38.5% 29.4% 39.5% 44.0% 1400 41.2%
20～25万円 35.2% 44.0% 38.9% 40.3% 48.8% 43.5% 23.8% 23.1% 23.5% 32.8% 22.8% 984 29.0%
25～30万円 28.8% 16.5% 23.6% 23.6% 14.0% 20.0% 4.8% 7.7% 5.9% 9.8% 3.6% 252 7.4%
30～35万円 9.6% 2.2% 6.5% 18.1% 0.0% 11.3% 19.0% 0.0% 11.8% 2.8% 0.9% 71 2.1%
35～40万円 4.0% 0.0% 2.3% 2.8% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 1.0% 0.4% 25 0.7%
40～45万円 2.4% 1.1% 1.9% 1.4% 0.0% 0.9% 9.5% 0.0% 5.9% 0.7% 0.2% 17 0.5%
45～50万円 3.2% 0.0% 1.9% 4.2% 0.0% 2.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.1% 11 0.3%
50万円以上 0.0% 0.0% 0.0% 1.4% 0.0% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 3 0.1%
不明 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
計（人、％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 3398 100.0%

概算平均額 257,400 214,011 239,120 271,319 206,744 247,174 234,524 176,154 212,206 204,004 178,935

昨年平均 267,532 209,112 243,582 286,037 198,333 250,072 233,684 172,500 207,727 205,683 179,739

※　平均額の算定から除外するため、この質問項目については無回答の場合は回答者合計に含めない。

　　　 　　   年齢

収入

１９歳以下 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳３５～３９歳

　　　 　　   年齢

不足額

５０～５４歳 ５５～５９歳 ６０歳以上 合計

全体

194,376

※　性別不明、年齢不明は非表示
※　「概算の平均額」は、「10万円未満」＝９万、「50万円以上」＝51万として、その他は「10～15万円」＝12.5万、「15～20万円」＝17.5万など
中間値を回答数に乗じたのを合算し、回答者数で除したもの。
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で一定の差が現れる場合がありますが、年齢によって
差が開く傾向があることから、管理職登用以前から、
昇格・昇給の格差が生まれている可能性もあります。
改めて職場で実態を点検することが必要です。男性に
偏りがちな「世帯主」を条件とする諸手当（住宅手当・
家族手当など）の影響も考えられますが、その場合は
手当の主旨を踏まえて支給対象・範囲を拡大すること
も必要です。

７．年間収入の前年対比での増減
●収入が増加した仲間は３分の１に留まる
　昨年度のアンケートから初めて設定した項目です
が、前年に比べて「年収が増加した」と答える仲間は、
３分の１強に留まりました。
　正職員は定期昇給の仕組みがあるところがほとんど

であること、また年末一時金闘争も昨年を上回る結果
であったにもかかわらず、年収としては「変わらない」
が半数以上を占めています。昇給が賃金が「上がった」
と実感できない水準だということがあるかもしれませ
ん。
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●部署や職場、個人によって差がある
　時間外労働について概算で平均値を見てみると、主
な働き方によって倍以上の差があることが分かりま
す。
　また、同じ職場からの回答でも、「残業無し」と答
える仲間の傍らで、過労死ラインの労基法違反の時間
外労働をおこなっている仲間もいることから、業務の
属人化によって、個人差が大きいことも明らかになっ
ています。

８．時間外労働（残業）と割増賃金の不払いの実態
　こうした差を放置することは、長時間労働を労働者
の「自己責任」にするとともに、様々な問題を解決す
る源泉となる「職場の団結」を阻害することとなりま
す。
　また、業務が属人化すれば、職員どうしの連携と「人
によるけん制」を無くし、不祥事を発生させる温床に
もなることに注意が必要です。
　労働組合として一部の長時間労働も個人の問題とせ
ず、職場全体の重要課題としていきましょう。
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●協定は「守られている」が多くを占めるが
　 「分からない」という仲間も多い

　昨年度のアンケートから設定した項目ですが、昨年
同様、４割の回答者が３６協定が守られているかどう
か「分からない」と回答しました。まずは３６協定の
中身を知らせることが必要です。
　「守られている」と答えた仲間が最も多く、「ほとん
ど守られていない」は５％に留まったことから、全体
的には労働時間の規制が実現されていることが伺えま

９．三六協定は守られているか
すが、なおさら長時間労働を個人の責任にしない意識
的な話し合いが必要です。
　働き方別にみると、「内勤」よりも「外勤」のほうが「守
られていない」と答えるた仲間が若干多くなっていま
す。
　実際の残業時間、あるいは不払い残業の実態別にみ
ると、明らかに長時間の残業をしている仲間も、３６
協定について「分からない」と答えています。労働組
合として仲間に知らせることはもとより、使用者にも
徹底を求める必要があります。
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●賃金が安いが圧倒的多数、様々な「職場の歪みも
　浮き彫りに

　職場で不安・不満に感じることは、半数以上の仲間
が「賃金が安い」と回答しました。次いで「事業推進
の目標（ノルマ）が多い」であり、「負担に感じる費
目」などと合わせて事業推進の課題はあらゆる項目か
ら浮き彫りになっています。事業推進について、現場
の意見を反映させた規制が必要です。特に、農水省の
監督指針変更やマスコミ報道もあって、共済事業の規
制が取りざたされていますが、これは個別の事業項目
を規制すれば解決するという問題ではなく、根本的に
は事業を職員の自己責任で遂行する体制に問題があり
ます。「仕事がきつい（精神的に）」も３番目に多く、
事業遂行の体制の問題点が他の項目からも浮き彫りに
なっています。
　また、「部署等での格差」も上位です。自己改革の
なかで、様々な「思い付き」が労働者に押し付けられ
ていますが、前項の時間外労働を含めて、業務の格差
は、職場の団結や納得感を阻害する要因です。労働組
合からきちんと現場の実態を突きつけて、事業の運営
方法も改善させることが求められています。

10．職場でとくに不満・不安に感じること
●年齢や担当業務による特徴も一定みられるが
　 全世代共通の不満が多い

　年齢別にみると、ベテラン層で「退職金」や「仕事
がきつい（体力的に）」に対する不安・不満があるなど、
若干の特徴がみられますが、かなりは不安の傾向は共
通しています。
　賃金の低さはもとより、同僚・上司との人間関係や、
仕事のやりがい、精神的なきつさなども、若手からベ
テランまで全世代的に共通した悩みとなっています。

　働き方別には、一定の特徴がみられます。
　「外勤・普及推進業務」で精神的なきつさや、事業
推進の目標の多さに対する不満が突出しており、「営
農関連施設など技術業務」では、休暇が取れないこと
や体力的なきつさが訴えられており、土日の当番やシ
フト制度などの実態が見えることが特徴です。
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●苦しい生活実感や将来不安に直結する要求が上位に

　制度や政策について要求したいものでは、「最低賃
金引上げ、地域間格差の解消」がトップとなり、次い
で「年金の改善、最低保障年金」、「消費税引き下げ」
となりました。
　この１０年の推移をみると、かつて食料自給率や「Ｔ
ＰＰ反対」などの農業・職域にかかわる政策要求がダ
ントツで上位だったものが減少し、相対的に厳しい生
活実感や将来不安を反映する切実な要求が上位となる
形となりました。

11．制度や政策について重視したいもの

　背景には生活の厳しさだけではなく、この間の労働
組合の取り組みによって前進させてきた「最低賃金引
上げ」の運動への期待が高まっているという積極面も
あります。
　一方、残念ながら農協系統が農政課題にかかわる攻
勢的な運動や学習・啓蒙活動から退いてきてしまった
という課題も伺えます。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

食の安全、自給率の向上、家族的農業の発展

「農政改革」の名による財界主導の「農協解体…

解雇の金銭解決や雇用によらない働き方など…

憲法の改悪反対、基本的人権の擁護

安保法制や共謀罪の廃止、核兵器廃絶、新基…

大企業・資産家のための「規制緩和」反対、主…

原子力にたよらない再生可能エネルギーへの…

不安的な有期雇用の一掃、直接・無期雇用化と…

労働時間の短縮、安全衛生教科、メンタルヘル…

最低賃金の引き上げ、全国一律最賃制度の確…

消費税率の引き下げ、大企業や富裕層への応…

安価な公共住宅の供給

年金の改善、最低保障年金制度の確立

医療・介護、保育政策や子育て支援策の改善・…

男女・年齢・雇用形態などによる格差・差別の…

授業料など教育費の負担軽減、奨学金等の充…

被災者本位・地域再生重視の災害復興対策の…

公務・公共サービスの切り捨て反対

ハラスメントの根絶、実行あるハラスメント禁止…

景気・物価対策、中小企業振興
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●最低賃金に張り付く時間給 「下回る」という回答も

　最低賃金はこの間年々引き上がっており、現在は全
国平均で９６１円、最も低い県でも８５３円が下限で
す。
　時間給の実態を見ると、最低賃金ギリギリか、下回っ
ているという回答が大半でした。
　最賃を下まわる賃金は法律上許されません。「不払
い残業」を含めた時間換算ということなのかもしれま
せんが、いずれにしても重大な問題のある結果です。

●引き上げたい時給は１８０円
　 月額で３００００円弱

　要求したい時間給の引上げ額は、平均で１８０
円となりました。１日７．５時間、２２労働日で
２万９７００円となり、正職員でのアンケートの要求
額をやや上回る金額となります。大幅な賃上げは、雇
用形態を問わず切実です。

●賃金や「不合理な格差」に不満あるが、
　正職員化をもとめる声は少ない

　賃金が安いことが最大の不満で、次いで「退職金や
ない・少ない」、「正職員との賃金・労働条件の格差」
が多数となっています。
　賃金水準の引き上げも、退職金制度の確立・充実も、
いずれも正職員との格差と連動する課題です。他方で、
「正職員で働きたい」という回答は少なく、事業推進
をはじめ正職員の「働き方」対する否定的な感覚も伺
える結果ともなりました。
　しかし、あくまで日常業務の実態からすれば、「同
一労働同一賃金」に照らして、一時金や退職金制度そ
のものがないことは明らかに不合理な格差です。賃金
の引き上げとあわせて、福利厚生や諸制度の確立など
も求められます。
　具体的な要求を掲げてたたかった職場では一定の均
等待遇にむけた改善が実現していますが、個別の職場
に対する「裁判規範性」はないなどとして主体的な改
善には踏み出さないことがほとんどです。労働組合の
要求によって具体的な改善の内容・水準をリードして
いくことが重要です。

12．臨時・パート労働者の独自項目

600円未満
2%

600円…

700円台
45%

800円台
28%

900円台
14%

1000円台
3%

1100円台
4%

1200円台
0%

1300円台
0%

1400円以上
0%

現在の時間給

30円未
満

30円

50円

80円

100円
150円

200円

300円

400円
以上

要求したい額（時間給）
●引き上げたい時給は１８０円

 月額で３００００円弱

要求したい時間給の引上げ額は、１
８０円となりました。１日７．５時間、２２
労働日で２万９７００円となり、正職員
でのアンケートの要求額をやや上回
る金額となります。大幅な賃上げは、
雇用形態を問わず切実です。


